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　1．はじめに
　近年、所得税配分（tax　allocation）に対する論争が、主としてアメリカで展開されているのであ
る。これは、法人所得税を　（1取益控除要素ないし費用要素として期間収益から控除されるべき性格
のものとして規定するのか、あるいは②所得参加要素ないし利益配分要素として純利益の分配項目た
る性格を有するものとして規定するのかという性格論に根ざす基本問題に関係をもつものであるとい
えるのである。さらに、前者つまり法人所得税費用説に立脚する場合にも、（イ）所得税は、本来年度ご
とに法的に確定される租税債務として将来の期間になんらの関連を有しないものであると解する立場
と、（ロ）企業会計上の純利益に基づいて算定される所得税額と、税務会計上法的に確定する所得税額と
の間にかなり重大な相異をきたしているという点に着目して、その税額の食い違い分だけを何等かの
方法で調整することにより、企業会計上の純利益に基づく税額だけを費用要素として、損益計算書に
計上すべきであるとの見解に分かれるのである。武田教授によれば、前者を法的費用説、後者を企業
　　　　　　　　　　　（1）費用説と名づけていられる。そして、両者のちがいは所得税賦課額は、法的費用説によれば各年度ご
とに法的に確定せる額を租税費用と考えるのに対して、企業費用説によれぽ各年度ごとに確定する企
業所得に見合う所得税だけをその期の租税費用と考える点において異なると解釈されるのである。そ
して本論文にかかげる租税の期間配分は、上記企業費用説の立場に立脚してはじめて正当化されるも
のなのである。
　ここで紹介するIncome　Tax　Allocation　and　Loss　Carryforwards（所得税配分と欠損の繰延べ）は、
ウオルクとティアニー（Harry　L．　wolk　and　Michael　G．　Tearney）が1973年4月のアカウンティング
レビュー誌の中で発表した論文である。これは、APB（Accounting　Principles　Borad）の意見書11の批
判としてまた未解決領域の解明として論じられたものである。APBの意見書11の見解では、その13
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）項定義および概念の中で「所得税は、課税対象たる所得を稼得している企業体の費用である」と規定
し、企業費用説の立場に立脚しているのであるが、彼らは所得税を費用として処理することの前提と
して期間計算というものを考慮する場合、そこには対応の概念が十分に反映される必要があるとのべ
る。つまり、企業会計上のそのほかの一般的な費用と同様、そこには「見越し」および「繰延べ」の
会計処理が当然の結果として存在するのであると主張するのである。ところが、APB意見書11は、
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保守主義原則を尊重するあまりこの対応プ・セスが無視され、そしてこの処理が財務会計上に及ぼす
影響が、とくに欠損金の繰延べが行なわれている場合には顕著であると指摘するのである。以下ウオ
ルクとティアニーの所論にしたがって、一体どこに問題があり、彼らのいう未解決な領域とは一体何
を指すのか、そして彼らはその処方せんとしてどのような提案を行なうのかを論じていこうとするも
のである。
　（注）（1）　武田隆二「租税配分論争の基底」（『企業会計』1964。4，16巻8号）P・62．
　　　（2）　日本公認会計士協会翻訳「AICPA会計原則総覧』　p．351
　2．問題の提起
　ウオルクとティアニーは、現在のアメリカにおける所得税の配分（lncome　tax　allocation）に関す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）る文献には、Acurious　Paradoxが存在しているとして彼らの意見を展開するのである。つまり、「一
般的な状況（situation）は考慮すべき大なるものとして受取られているが、ひとつの重要な面がまっ
　　　　　　　　　　　　（2）たく無視されているのである。」と。その問題とは、会計原則委員会の意見書11の43章（Accounting
Principles　Board－APB－opinion　11一以後意見書11と呼ぶ）に表現されている所得税の繰延べ利益
（income　tax　carryforward　bene丘ts）に関連するものであるという。参考までにAPB－opinion　11
の43章をかかげれば次のとおりである。
　「税法に基いて欠損が前期に繰戻しされるならば、繰戻し欠損の税効果は、それが実現しているこ
　とが確実であるので、欠損期の経営成績に含められる。しかし、欠損が繰延べられるならば、その
　税効果は、通常実現するまで会計上認識されることはない。何故ならぽ、一般に欠損の繰延べによ
　る利益の実現は、欠損期において確認されえないからである。これに対する唯一の例外は、次のよ
　うな例外的な状況の下に起る。すなわち、実現が欠損期において一点の疑いもなく確実視される場
　合である。しかし別の意見によると、欠損の繰延べ税効果は、その実現性に疑念をはさむべき特別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）　の理由がなければ、欠損期に認識されることになる。」
すなわち、繰延べ利益（carryfoward　bene丘t）を資産として経理すること（booking）を実現不確定
であるとして、これを推奨しようとしないことに異論を唱え、彼らの見解を展開していくのである。
　つまり彼らによれば、意見書11の43章は、「合理的な基本的所得税配分（rationale　underlying
income　tax　allocation）、すなわち、対応概念（matching　concept）は、繰延べ利益（carryforward
bene丘t）が生じた場合に、通常実現と見せかける保守主義（conservatism）と置き替えられてしまう
　　　（4）
のである。」と解釈するのである。そして、このことは、財務会計上の利益（bookincome）と課税所
得（taxable　income）との差異から生ずる繰延べ（勘定）の貸方（deferred　credit）が、繰延べ利益
が生じた際に、計上されている場合に非常に困難なものとなるのであるという。
　そこで、以上の問題を解決すべくウオルクとティアニーは、「繰延べ論」を中心として、仮説的な
（hypothetiea1）なデーターから繰延べ利益（carryforward　benefit）カミ繰延べ税金の貸方（deferred
tax　credit）と同時に存在する場合を想定し、かつ、　symbolicな分析の手段によって一般化しようと
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するのである。
　そして、さらに問題を簡素化するために、租税目的のために加速度償却法が利用され、（accelerated
depreition）また財務会計目的のために定額償却法が利用される場合に限定するのである。
　まず、彼らは最初に欠損の繰戻し（Loss　Carry　backs）および繰延べについて論議を展開していく
のである。
　彼らによれば、繰戻しに関しては論争の余地はなく、問題はもっぱら、“繰延べ”に言及してくる
のである。つまりアメリカ国内歳入法172条（Internal　Revenue　code　172）によれば、“租税欠損
（tax　losses）は、前最近3力年および向う5力年の各年に対して適用される”と明記されているので
ある。このことは、前3年間に還付されるべき金額は当該欠損年度に当てはまる利益の貸方（勘定）
に一致する受取り可能なものとして計上されることを意味しているのである。（わが国の法人税法で
は、繰戻し1年、繰延べ5力年をそれぞれの有効期限と定めている。法人税法81条および57条）
　しかしながら、繰延べ（carryfoward）に関して、意見書11は繰延べが存在する場合、“全ての合
理的な疑問を越えて”実現の事実上の確実性が存在する場合以外には実現可能なものの計上に反対す
るという見解を採用するので繰延べの税効果（tax　effect）が欠損年度では認識されず、したがって、
その実現が生じた際には、それは法外な（extraordinary）の利益の貸方項目（income　credit一訳者注）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）として取り上げられることになるのである。
　しかしながら、受取り可能なしかも関連づけられる税の利益の貸方項目（一訳者注一）をそれらが
生じたとき（at　in　ception）に認識しようという主張が存在することも事実なのである。そして、
「利益を発生せしめる可能性のある欠損年度以後において、即座の認識が、繰戻しの会計処理と一致
するだろうし、また同様にして、costsとrevenuesのよりよい対応へと導かれるのである。そして、そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）のことが規定されている客観的な基本的所得税配分（income　tax　allocation）なのである。」と彼ら
はのべるのである。さらにもしも企業がその企業の営業を通じて繰延べの利益を実現しえないようで
あれば、時としてこれらの利益は、獲得している企業へ転化できるのである。すなわち、繰延べの利
益は直接的なオペレーショソを通じ、あるいは間接的に販売または合併の手段によって、株主たちは
度々繰延べの利益を実現しえるのであるというのである。
　意見書11は、上記のような対応の原則を通じて、実現する手順が与えられても、欠損の繰延べに起
因する利益を認めようとしないのである。その理由は、保守主義（conservatism）は、論争が存在す
るときはいつでも会計原則の上に広がるというSterlingの主張を根拠としているからなのであると
　（7）
いう。
　ここでさらに、ウオルクとティアニーは、意見書11のように欠損年度に繰延べの利益を認識しない
通常の状態において生ずるもうひとつの矛盾点を指摘するのである。すなわち「意見書11は、繰延べの
利益が欠損年度に認識されない場合の将来の利益に関して、考えられる減額に起因する現存資産の評
　　　　　　　　　　　　　　　　　（8　価の可能な修正を論じていないのである。」と。つまり、もしも企業が、たとえ繰延べの利益が実現
されなくても存続しうるとすれば、そのほかの資産が歴史的原価（historical　cost）と等しいサーヴ
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イスポテンシャル（service　potential）を有するということは疑がわしいことなのであるとのべるの
である。したがって、いかなる場合においても、欠損年度において、繰延べの利益を計上しないとい
うことは、意見書11で無視されている評価の重大な問題へと導びくのである。
　結局、欠損（losses）に適用しうる租税配分（tax　allocation）は、それ自体において、またそれ自
体に関してはさほど複雑なものではないけれども、実現の代用（substitution）あるいは対応の保守
主義が、繰延べが財務会計上の償却と租税の償却との間の時間的差異（timing　difference）に関連し
て存在する場合に、非常に複雑なものとなるのである。
　このことに関して以下で詳細に論ずることにしよう。
　3．加速度償却と欠損の繰延べ
　ここでウオルクとティアニーは、加速度償却（Accelerated　Deprecition）と欠損の繰延べの関係に
ついて述べようとするのである。すなわち、このことは次のように表現されている。「繰延べ税金貸
方残高（deferred　tax　credit）カミ計上されている場合で、かつ繰延べが発生した時に、　Emest　L．
Hi・k・ヵ・のべると・ろの未解決な、i・。。、i。。カ・存在するのであ竃．」と。
　これに関して意見書11の48章は次のように論じているのである。「認識期間の相違により発生する
純繰延べ税金貸方残高は、欠損の繰延べが発生するときに存在しているかもしれない。欠損繰延べの
税効果が欠損期に認識されないような通常の場合には、現存の純繰延税金貸方残高の修正はその期に
おいて、あるいは後期において必要であろう。この事情にあるときは、純繰延税金貸方残高は、次の
いずれかの少い方り金額だけ消去されなければならない。
　　（a）欠損の繰延べの税効果額
　　（b）欠損の繰延べを行なわないとすれば、繰延べの期間中に発生したであろうところの純繰延税
　　　金貸方残高の償却額
　欠損の繰延が、欠損期の後の期間において全額あるいは一部実現する場合には、繰延べ税金貸方残
高から消去された金額は欠損の繰延という税の便益が実現するにつれて、その実現の限度まで累積的
に回復されなければならない。欠損の繰延べの税効果が、欠損期において資産として認識される例外
的状況の下では、繰延税金貸方残高は、第19項で述べられた方法（繰延方式）で将来の期間において
　　　　　　　　　（10）償却されることになる。」と。
　そこで彼らは、繰延べの税効果を資産として認識する現在の例外的な状況を、Donald　J．　Bavis
とRaymond　F．　Perry（以下B＆Pと呼ぶ）の見解にしたがって一般化しようとするのである。
　すなわちB＆PはケースBとして、また企画されたもうひとつの仮説的なものをケースAとして、
symbolicな手法を利用することによって、繰延べの存在に対する一般的でしかも必要な状況を次の
　　　　　　　　　　　　　（11）ように示めそうとするのである。（表1）
　それゆえ、xA・は、もし繰延べが欠損年度で計上されるのであれば生ずるであろうところの年間の
正しい会計上の税金の貸方となるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－270一
表1加速度租税償却に伴なう仮説的な欠損繰延べの状況
事
（1）
柄
　　②
象徴的案
　　（3）
ケースA
　　（4）
ケースB
当期の財務会計上の（欠損） Ao （＄10，000） （＄　54，000）
当期の課税上の（欠損） To （＄20，000） （＄　64，000）
繰戻し期間に、帳簿上の償却を超える税金の超過分か
ら生ずる繰延べ税金貸方の合計
繰戻し期間以前に帳簿上の償却を超える税金の超過分
から生ずる繰延べ税金貸方の合計
Σ（C－1…　C－3）
Σ（C－4…　C－n）
＄15，000
＄5，000
＄15，000
＄5，　OOO
繰戻し期間中の財務会計上の利益額の合計 ．Σ（A－1…A－3） ＄45，　OOO ＄45，000
繰戻し期間中の課税所得額の合計 1・（T－・…・－3）i ＄15，000 ＄15，000
税
?
50％ 50％
当期に適用される財務会計上の欠損から生ずる年間の
財務会計上の利益の合計 xAo ＄5，000 ＄27，000
当期に適用される欠損から生ずる租税利益の合計 xTo ＄10，　OOO ＄32，000
　以下この表に関して若干の説明を加えることにしよう。
　まず、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lxTol＞x（7「－1…　T－3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
この不等式は、当期の欠損額に該当する税率を乗じたものの絶対値と前三年間の課税所得に当該税率
を乗じたものとの不等関係を示めすものであるが、（1）の不等関係が成り立つことは、次のことを示
めすのである。すなわち「課税上の欠損額に当該税率を乗じたものの絶対値が、前三年間の課税所得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）に当該税率を乗じたものの合計額を超過するかぎりは繰延べ（carryfoward）が存在する。」というこ
とを示めすのである。
　さらに、一般的な状況が所与のものとなれば、ここに二つの主たる問題が生じてくるのである。
　まずケースAは、B＆Pあるいはopinion　11のいずれにおいても特Sllな配慮がなされていないも
のである。そこでは繰戻しの税効果（tax　effect　of　the　carryback）は、正しい会計上の貸方と等し
いかあるいは超過するのである。
　つまり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　x［Σ（T－1…　7「－3）］ヲ1xAo　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　x［27（T－1…　T－3）］＞lxAo1
　　　　　　　　　　　　　　（表1では、50％×15，000＞50％×10，000）
であるかぎり、当該年度に帰属すべき繰延べ税金の貸方合計は計上されなければならないものとなる
のである。
　他菰ケースBは、当期の正しい税金貸方（lxTolと同様）が、繰戻しによる利益を超過する場合
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に生ずるのである。これを不等関係で示めせば次のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　lxAol＞x［Σ（T－1…　T－3）］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　　　　　　　　　　　　　　　　　27，000＞7，500一表　1
　そして、意見書11が繰延べ税金貸方の消去あるいは控除を唆示するということは、この特別な状況
を指しているのである。また、B＆P分析によれば、（3）は繰戻しによる利益それ自体に伴なって、
正しい年間の会計上の貸方と等しいか、あるいは超過する繰戻し期間中に生じた繰延べ税金貸方の十
分な量の基準にもとついてさらに二分されるのである。まず最初に不等式（3．1）は繰戻しによる利益
と繰延べ税金貸方が、少なくとも欠損年度における会計上の正しい年間の貸方に等しいという状況を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し含むのである。そして（3．2）は、それらが十分でない状況を含むのである。
　すなわち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　　　　　　　　　　x［Σ（T－1…　T－3）］十．Σ7（C－1…　C－3）ヲlxAol　　　　　　　　　　　　　（3，1）
　　　　　　　　　　　　　1xAo］＞x［Σ（T－1…T－3）］十Σ（C－1…C－3）　　　　　　　　　（3．2）
　つまり、この吟味を通じて加速度償却と繰延べとの問の関係がB＆P分析によって示めされるよう
に、繰延べ利益の無計上にもかかわらず、税金に関する年間の正しい会計上の貸方が、資産として計
上される手段によらず、むしろ繰延べ税金の貸方を控除する方法によって、（2）および（3・1）のいず
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）れかの中で提示されるということを明らかにしたのである。
　また、（3．2）においてのみ、特別な状況がB＆Pによって論じられているが、そこには正しい年
間の会計上の貸方を発生させることに関係した問題が存在するのである。すなわち、以前の利益
（pro丘t）に関連をもつ欠損のサイズに関して、これらの場合では、繰延べ利益を実現させる観点から
して不確実の大なることが予想されるのである。そしてそれにもかかわらず、欠損の繰延べの状況に
おける利益の保守的な測定は、下記の要素のために用心深く観察される必要がある。
　　1．繰延べは、将来の営利的なオペレーションと同様、企業の販売によってしばしば実現される
　　　のである。
　　2．（2）および（3．1）においては、正しい年間の会計上の税金貸方が計上されるのである。（全て
　　　の合理的な疑問を越えて実現が存在するのと同様に）
　　　　　　　　　　　　　　（14）　　　　　　　　　　　　　　　ら　　3．対応の目的は放棄される。
　このようにウオルクとティアニーは、保守的な測定の要素として以上の三つを指摘するのである
が、彼らは保守主義の概念規定をSterlingの言葉を引用して次のようにのべている。すなわち
rSterlingは、保守主義（conservatism）が、そのほかの測定アブP　・一チの適用から生ずると考えられ
うる利点に突き当った際にわれわれが直面する聞題を十分に論述しているとのべるのである。すなわ
ち、conflictが生じた場合に、われわれはどちらの概念が無視できる規準（criterion）であるかどう
かを決定しなければならないのである。もしわれわれが単に、有用性（usefulness）の観念をそのほ
かの全ての概念（たとえば実現主義と保守主義）によって制約を受けるものであるとすることによって
表面上の鰍をするのであれば、われわれ1導実面において有用性の規準を否定するのであ繍
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　そこでわれわれは次に、保守主義の要素が意見書11の48章およびB＆Pの中でどのように取扱つか
われているかを吟味することにしよう。
　まず最初に、以前に見積られた繰延べ貸方の控除（reversal）のための測定規準（measurment
criterion）は思索を明らかにするために未だいくらかの余地を残しているということである。たとえ
ぽ、項目（a）（p．268）欠損の繰延べの税効果額（tax　effect）が、会計上の利益数値に関連をもつのか、
あるいは課税所得に関係するのかが明らかにされていないのである。さらに言語（language）が、い
かにして繰延べ貸方の控除額に直接的に達するのかをあるいはどのようにして間接的に控除をした後
の繰延べ貸方残高を決定するのかを論じていないのである。そして、B＆Pは（a）が会計上の利益に適
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（エ6）用されるものであると仮定しているのである。これに関連してHecksも同様の見解を採るのである
が、彼によれば、繰戻し期間中x［Σ（・4－1…A－3）］一［x・4・1の金額が正であるかぎり、そこから発生す
る繰延べ貸方の一定割合を減少させることができるという。ここでの仮定は、企業体として、繰戻し期
間中および欠損期間中を概観する場合、通常の状態では、増加する税金の会計手続はオペレー一一一ションの
有利な割合にもとついてのみ実現されるということである。他方、もしもx［Σ（A－1…A－3）］－lxA・1＜0
であれば、繰延べ貸方が、繰戻し期間中に一（b）（p．268）意見書11の48章の規則にしたがって一満
期となる細で償却されるのであ£1）このような二つの状況を含むHi・k・の規準力・より低・・次元で
結合したのか48章であると彼らはのべるのである。そして、48章が解明なモデルではないとして、わ
れわれは混沌とした状況へ秩序をもたらすというB＆Pの試みに同調することができるのである。
　しかも、欠損年度の税金貸方を決定するかぎりで、48章よりも保守色が少ないということは興味あ
ることなのである。（表3参照のこと）、そこで、前の論議の中で示めしたように、全ての繰延べを計
上する方法を選択したので繰延べ貸方の償却額を決定するために極端に簡単な規則を提案しようと
いうのでasag）。つまり、「所得税の貸方のために、正しい年間の会計上の数値と可能なかぎり密接に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ9）するために繰延べの税効果の金額まで繰延べ貸方を償却すること。」である。そして、このことの当然
の結果として、意見書11およびB＆Pのいずれの場合よりも、このアプローチが、より良い繰延べ
貸方の回復（reinstatement）が有利なオペレーションの中で行なわれることを意味するとするのであ
る。そこで、この問題に関連して、Laibstainのアプローチをのべることにしよう。彼は、　A　P　Bに
対するB＆Pの解釈を手がかりにして、問題を展開するのである。すなわちrAPBは欠損年度で繰
延べを認めないという43章の文意の観点からして、44および48章で推挙される繰延べ貸方の償却と矛
盾するものである」とのべている。さらに「B＆Pがそうであるように、繰延べ貸方の償却は、繰延
べを認謝る。とと等しいので謂」と・・う見解を示めしているのである。これは、瀦つまり償却
することおよび認識することが共に利益に結びつくと考えているからである。そして、彼の結論
は、償却を欠損年度で行なうべきではないということに達している。他方ウオルクとティアニーの見
解はLaibstainの見解と類似点を見い出すことはできるが、そこには彼ら独自の問題を含んでいるの
である。すなわち、繰延べを計上することなしに、正しい所得税の貸方が不等式（2）において生ずる
場合の論議である。このことに関してウオルクとティアニーは次のようにのべている。　「われわれが
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示めそうとするアプローチは、正しい年間の利益を計上するまでの吟味期間中では、貸借対照表保守
主義の原則が維持されるのである。
　また同様に、重要な潜在的租税利益を認識しようとしない間に、将来のノーマルな租税債務がより
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）大きくなることを示めす繰延べ貸方を完全に計上することに不満をいだくのである。」と。
　以上議された様々の解釈は表1ケースBのために書かれたものであり、表2では、表3で記述され
る全てのアブPt　一チの繰延べ貸方勘定の残高と同様、財務会計上の利益および課税所得を示めしてい
　　　（22）るのである。
　　　　　　　　　　表2　財務会計上の利益課税所得および繰延べ税金貸方残高
年
?????????｝
会計上の利益
＄15，000
　15，000
　15，000
　15，000
　（54，000）
　2，000
　2，000
　2，000
　2，　OOO
　2，000
　2，000
課税所得
＄　5，　OOO
　　5，000
　　5，000
　5，000
　（64，000）
　6，000
　6，000
　6，000
　6，000
　9，000
　16，000
期末の繰延べ貸方残高
①＊ ②＊ ③＊ ④＊ ⑤＊
＄5，　OOO
　10，000
　15，000
　20，000
　25，000
　23，000
　21，000
19，000P
　17，000
　15，000
　12，000
＄　　5，000　　＄　　5，000
　10，000　　10，000
　15，000　　　　15，000
　20，000　　　　20，000
　　500　　　　　3，000
　1，500　　　　　4，000
　2，500　　　　　5，000
　3，500　　　　　6，000
　4，500　　　　　7，000
　15，000　　　　　9，500
　12，000　　　　　7，600
＄5，　OOO
　10，000
　15，000
　2 ，000
　15，500
　16，500
　16，000
　14，000
　12，000
　10，000
　8，000
＄　5，000
　ユ0，000
　15，　OOO
　20，000
　20，000
　18，　OOO
　16，000
　14，000
　12，000
　10，000
　8・　OOOi
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表3種々のアプローチのための繰延べ記入
年度
一4
一3
一2
一1
Q
科
?
所得税賦課額
　　繰延べ税金貸方
　　未払法人税
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
前4年と全て同じ
記　　　　　　入
租税還付金受取額
租税繰延べ利益
繰延べ税金貸方
　繰延べ税金貸方
　所得税貸方
??
入
①＊
借方　　貸方
7，500
7，500
24，500
?）??）?）??
5，000
27，　OOO
②＊
借方　　貸方
7，500
5，000
2，500
③＊
借方　　貸方
7，500
19，500
27，　OOO
7，500
7，500
17，000
5，　OOO
2，500
24，500
④＊
借方　　貸方
7，500
7，500
4，500
5，000
2，　500
12，000
⑤＊
借方　　貸方
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7，500
7，500
5，000
2，500
7，500
12
3
4
5
6
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　租税繰延利益
　繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
各方法とも前の3年
と同じ
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　租税繰延べ利益
　　繰延べ税金貸方
　　法外な貸方
法外　な　貸　方
　　繰延べ税金貸方
　　租税繰延べ利益
所得税賦課額
繰延べ税金貸方
　　未払法人税
1，000
2，000
3，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
2，000
8，000
5，000
3，000
4，500
8，000
8，000
1，000
1，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
8，000
5，000
3，000
2，500
8，000
8，000
1，000
1，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
6，100
1，900b
2，500
8，000
1，000
1，000
　500
1，000
2，000
2，500
2，000
6，000
2，000b
1，000
1，500
3，　OOO
4，500
8，　000
1，000
2，000
　　3，000
1年と同じ
1年と同じ
2，500
2，000
6，000
2，000b
4，500
8，000
a　基本的なデーターおよびBevisとPerryの諸記入は、　Bevisと　Perry　p．28，から引用された。われわ
　れの0年は彼らの5年と一致する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
b　繰延べ税金の貸方の直線的な割賦償却は5年に及ぶ。
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　諸記入は表3で示めされている。明らかさと完全さとを期するために、諸記入は、繰延べ期間を越
える1年と同様、欠損年度に先だつ4年間についてなされる。順序は、欠損年度における所得税貸方
のサイズにもとついて最も小さい保守的なものから最も多いものへとなっている。
　4．要約と結論
　彼らは自分たちの見解のまとめとして次のように述べている。すなわち「対応概念（matching
concept）は所得税疹配（tax　allocation）の基礎をなす理論的な構築物（construct）なのである。し
かしながら、欠損の繰延べから生ずる租税利益（tax　bene丘t）が存在するところでは、保守主義
（conservatism）が、事実上の実現（realization）の確証のある場合を除いて対応（概念）以上に重要
なのである。しかし繰延べ利益（carryforward　benefit）とは、有利な営業（operation）、あるいは
多くの場合企業の販売を通じて実現されうる潜在的な価値ある資産なのである。さらに、そのほかの
資産の可能性のある評価を述べることなしに、資産として繰延べ利益を認識しようとしない意見書11
で表現された保守主義は同様に矛盾するものなのである。われわれは、首尾一貰しない適用は全体的
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に翻しがた・・ものであると信ずるので霧．」と。
　そして、繰延べ　（carryforwards）　に関係する保守主義は、加速度的な税の償却から生ずる繰延
べ税金貸方の存在を伴なう時、さらによりむずかしくなるのである。繰延べ税金貸方が、租税費用
（tax　expense）が前年における債務（liability）を超過するということを示めすので、繰延べ利益を
記帳しないということが、欠損年度における繰延べ税金貸方の償却（reversal）によってしばしば伴
なわれるべきである。しかしながら、「意見書11は、いかにしてこのことが伴なわれるべきかを明ら
かにすることに関して不明瞭なのである。配分の基礎に横たわる自から認められた意図（intention）
が、よりよい対応（matching）なので、われわれは、欠損年度における繰延べ利益を記帳する方を選
　　　　　　（24）択するのである」とのべる。しかし非常にまれな場合に、非常に大きな改良が、貸借対照表保守主義
の原則（balance　sheet　conservatims）が欠損年度における所得税の貸方に対する正しい見越し項目
に可能なかぎり密接するために、繰延べ金額まで繰延べ税金の貸方の償却を許すことによって望まれ
る場合に行なわれるのである。さらに「われわれの立場は、税金の貸方に関する正しい一年間の金額
が繰延べ貸方の償却あるいは名目的な取消しのいずれかが発生するところのいくつかの繰延状況の中
で発生せしめら摘とい嬉黙よ。て嬬さ泌ので誘署」とのべ、そ。には誕べ問題がら学ば
れるべき重要な課題が存在しているのであるとするのである。そして究極的には、彼らの立場が会計
原則およびその手続の決定に関連する制度的変化の存在するところに立脚するので、財務諸表の利用
の基礎に横たわる客観性を明らかにするためにも、また正確な分析および実践的調査を行なう必要性
を明らかにするためにも彼らの主張が強調されるべきであると結論するのである。
　以上、ウオルクとティアニーの所論を中心として、租税の配分について論じたのであるが、文章中
問題の把握の仕方に不十分な点があったり、また不明瞭なところも多々あり、はじめに意図したとこ
ろのものが十分に論ぜられたかは疑問を感ずるのであるが、今後の研究を続ける中で序ダに解明して
いきたいと思う。
（注）（1）Harry　l・W・lk・nd　Mi・hae1　G，　Tea・ny，1…m・t・x・11・ca・i・n・nd　L・ss　Carry　f。，w、，d、；
　　　　　Exploning　Uncharted　Ground，　the　Accounting　Review，　April　1973，　p，292．
　　　（2）　　ibid，　P．292．
　　　（3、　APB　Opinion　Accounting　for　Income　Taxes（AICPA）pp．72－73．
　　　　　　日本公認会計士協会翻訳「AICPA会計原則総覧』p．364
　　　（4）　wolk　and　Tearny　op，　cit．，　p．294
　　　（5）　　ibid．，　P，293．
　　　（6）　　ibid．，　p．293．
　　　（7）　ibid．，　p．293．
　　　（8）　　ibid．，　p．293．
　　　（g）　　ibid．，　p。294．
　　　（10）『AICPA会計原則総覧』p．366
　　　（11）　wolk　and　Tearny　op．　cit．，　p．294
　　　（12）　　ibid．，　p．295．
　　　（13）　　ibid，，　p．295．
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